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１問題の所在
先進国経済が停滞基調にある中で，主要企業はいまや多くの人口を抱える新
興国ないし発展途上国市場へのアプローチを模索している。その典型的戦略の
一つがＢＯＰ戦略といえる。本論文の最大の論点は，事業戦略を国際的に展開
している多国籍企業によるＢＯＰ戦略が，ターゲットとする新興国ないし発展
途上国における市場を獲得できるかどうかではなく，これら諸国の最大の社会
的解決課題となっている貧困解消にどの程度貢献しうるかに置かれている。そ
こで，ＣＫプラハラードによるＢＯＰ論の意義の確認，発展途上国の貧困のメ
カニズムを主張してきたＳアミン等の開発経済論の視点，およびＭ､ユヌス氏
が批判的に提起してきたソーシャル・ビジネス論の論点を整理し，これらの主
張点に対する本論文の疑問点を提起していく')。
１－１ＢＯＰ論の登場
ＣＫ・プラハラード（2002）が提起したＢＯＰ（BaseofthePyramid）論は，
端的に言えば，従来の経営戦略論（StrategicManagement）や開発経済論
(DevelopmentEconomics）では，発展途上国の貧困問題を事実上，解消でき
なかったことを指摘している。特に留意する必要がある彼の指摘の第一点目
は，従来ＭＢＡ等々で展開されてきた経営戦略論（StrategicManagement）
は結果的には，一部の富裕層に価値のある製品やサービスをいかに提供し，そ
の市場領域でいかに勝ち組となり企業価値を高められるかに貢献してきたにす
ぎないという指摘に求められよう。そして第二点目に，発展途上国は，本来，
購買力に乏しい層から構成されており，したがって魅力のない市場として位置
づけられてきたが，基本的にこうした視点は間違いであることを論じている点
にある。
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１－２開発経済論の視点
また，発展途上国からの視点から提起されてきた開発経済論の分野におい
て，かつてＳ・アミン（1970)，Ｇフランク（1978)，Ｔ、DSantos（1978)，Ｃ
Kay（1989）等によって主張されたいわゆる従属論者の論点は，先進国に有利
に作用する国際的メカニズムのもとでは，発展途上国は構造的に価値収奪され
るいわゆる「中心一周辺（Center-Periphery)」という多国籍企業を媒介とし
た世界的システムのもとに従属的に置かれている点に求められる。その論理的
帰結の一つは，発展途上国がこの従属的構図から抜け出すためには，何らかの
形を採った先進国を中心とした国際経済のシステムやネットワークから切り離
されたクローズドな経済システムを目指さざるをえない。その中でも緩やかな
政策は，輸出促進型や輸入代替型産業政策をはじめとする外資規制であり，他
方，もっとも極端な否定的政策の一つはカンボジアのポルポト政権による悲劇
的結末となって現れた。
１－３Ｍ.ユヌス氏のソーシャル・ビジネス論
それに対して，Ｍ・ユヌス氏（2007,2010）の発展途上国における貧困層に
対するソーシャル・ビジネス論はこうした従属論者の主張を取り入れつつ，同
時に国際経済システムへの連結を通して貧困解消を図っていくことを目指す内
容を含んでいる。彼の論理のエッセンスは次の点にある。すなわち，（１）貧困
層に対してマイクロファイナンスの機会を提供することを通して，貧困層の経
済的自立化を図る，さらに（２）多国籍企業との合弁会社を設立して，多国籍
企業がグローバルな規模で保有する経営資源を活用して社会的課題の解決につ
ながる商品を開発，製造，販売し貧困層（BOP）に就業機会と所得の向上
を図る。このＭ､ユヌス氏のソーシャル・ビジネスの定義は，ビジネスである
以上，収益（Surplus）を得ることを追及はするが，その収益は出資額以上は
出資者には還元されることなく，あくまで事業に再投資されることを前提とし
ている。彼の問題提起において理論的に新鮮な点は，従来の経済学や経営学の
諸理論においては，人間が利潤の最大化を目指す企業目的に沿って経済合理性
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に則って行動する－次元的視点から扱われていること。しかし人間は，本来，
社会的存在として社会的利益に沿って行動する側面も有する多次元的存在でも
ある。したがって，人間がそこに存在価値を見出す存在でもある以上，社会的
諸課題の解決を目指すビジネスとしてのいわゆる「ソーシャル・ビジネス」も
事業組織体としての存続理由が見いだされる。
こうした彼の主張する「ソーシャル・ビジネス」は，彼がノーベル平和賞
(2006年）を受賞したという点からも，バングラデシュをはじめとする発展途
上国ないし新興経済圏を中心に構成されるＢＯＰの人たちを貧困等の社会的諸
課題から解放させるための有効な事業として注目を浴びてきた。彼が，1970年
代後半以降開始したＮＧＯ組織，グラミン銀行によるマイクロファイナンス事
業の詳細は，すでに多くの書物で紹介されているので，ここでは以下の彼の最
近の論点だけを述べてその他は割愛する。
彼の最近のソーシャル・ビジネス論（Ｍ・ユヌス：2010）は，マイクロファ
イナンス事業を通した現地の貧困層の経済的自立化だけでは，一国的規模で貧
困から脱却して豊かな国へと移行することは困難であること。そのためには，
多国籍企業がグローバルな規模で保有する技術やマーケティング資源を活用す
ることによって，自国の現地資源を活用した産物と国際経済システムに連結さ
せていく視点にある。
１－４ソーシャル・ビジネス論とインフォーマルセクター
ユヌス氏の提起する，ソーシャル・ビジネスの定義は，現地ＮＧＯと外資，
特に多国籍企業との50％出資の合弁形態をベースに，社会的諸課題の解決を
ミッションとする事業（ビジネス）を，収益（Surplus）の確保を前提に行い
収益が得られた場合には，出資者には出資額を超えた額を配当形態で支払われ
ることはなく，あくまでソーシャル・ビジネスに再投資されることとなる。
この方式の場合，多国籍企業がグローバルに保有する経営資源が投入される
ことによって，現地の社会的諸課題がより効率的に解決されうる可能性が高ま
り，またグローバルな規模で事業を展開している多国籍企業にとっても，同国
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で得た新興国独自の知識を他国での事業にも移転しうるという意味でこうした
政策は現実的可能性を有している。同時に現地で産出された産物が多国籍企
業の国際的ネットワークを通して輸出され，同国の経済が国際的経済システム
に連結されていく可能性も高まる。
ただし，このソーシャル・ビジネスのシステムは，あくまでパートナーがグ
ローバルに経営資源を有する多国籍企業であるからこそ可能なシステムであ
り，逆に，限られた経営資源しか保有しない中小規模の企業にとっては，たと
え外国籍企業であっても収益が継続的に還元されないためにビジネスとして成
立することは極めて１２１１難となる。
ユヌス氏をはじめ従来のＢＯＰ論者の指摘は，基本的には，農村の貧農と都
市の貧困層を対象とする新たな「BOPビジネス」論および「ソーシャル・ビ
ジネス」論と言えるが，そこでは発展途上国，および新興国固有の社会構成体
の一部をなす「インフォーマル・セクター（InfOrmalSector)」（以下，IFS）
および「インフォーマル・エコノミー（InfOrmalEconomy)」（以下，IFE）
の分析とそれを踏まえた理論体系となっているとは言えない。本論文は,こう
した「BOPビジネス」論および「ソーシャル・ビジネス」論を発展途上国固
有のＩＳＩＥの位置づけを踏まえたうえで，再構成することを意図している。
換言すれば，ここでの中心的論点は，発展途上国固有の貧困問題の解消との関
連から，「BOPビジネス」論および「ソーシャル・ビジネス」論を再構築する
ことにある。
１－５ＢＯＰ戦略とソーシャル・ビジネス論の再検討
その場合,留意すべき点は，従来の既存市場における企業間の競争において，
どのようにポジショニングを図り，競争優位性を創出していくかに関して無視
しえない位置を占めてきた,Ｍ・ポーター（1980）（1985）やJ・バーニー（2002）
をはじめとする経営戦略論（StrategicManagement）の再検討をも意図して
いる。
こうした理論はいわゆるフォーマル・セクター（以下，ＦＳ）を中心とする
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先進国型マーケット・エコノミーと産業組織を前提として始めて成立しうる論
理構成となっている。それに対して，政府，党，軍隊等によるいわゆる国家権
力が，企業や産業の開発，生産数量，販売数量，価格，等の諸政策に無視しえ
ない干与をしてくるだけではなく，土地所有制をはじめ前近代的様式が残存し
ている発展途上国型社会構成体においては，Ｍ,ポーターの５Forces論をはじ
めとする経営戦略論は，理論的存在基盤そのものの大幅な修正を余儀なくされ
ることになる。本来,ＢＯＰで生きている数十億の人たちの切実なニーズ（需要）
が存在しても，彼らのニーズと購買能力に答えうる製品やサービスが提供され
ておらず，したがって市場（マーケット）が存在しない場合には，そのマーケッ
トをめぐる基本的競争要因（GenericForces）そのものが機能しえないことに
なる。ここでは，市場をめぐる競争ではなく，むしろ現地の知識（knowledge）
や知恵（wisdom）の活用によるあらたな市場の創造が不可欠となる。その際，
多くの発展途上国，特に都市に集中する貧困層の多くは，本論で扱う「イン
フォーマル・セクター」（IFS）および「インフォーマル・エコノミー」（IFE）
に属している。ＩＦＳが無視しえない位置を占めている発展途上国，新興国型の
経済システムにおいては，マーケット・エコノミーが多くの阻害要因によって
必ずしも十分に機能しないことを意味している。
１－６ＢＯＰ論への新たな視点
従来の経営戦略論や台頭してきたＢＯＰ論の再検討のためには，こうした
IFS＆IFEの分析と本質的理解が不可欠となる。その際，発展途上国の
IFS＆IFEの理解のためには，それら諸国の植民地下時代以来の歴史的遺制と
の関係`性を踏まえた発展途上国固有の社会構成体2)の分析の中で位置づけられ
る必要がある。ヨーロッパ諸国のなかでも産業革命と市民革命を経て，近代資
本主義体制と市民社会が形成されてきた一部諸国による植民地化政策とはこと
なり，１６世紀にはそれ以前の封建的遺制を内に抱えながら植民地化を進めてき
たスペイン統治下に置かれてきたフィリピンの社会構成体は，明らかに先進資
本主義国とは異質の前資本主義的生産様式や社会構成体を抱え込みながら資本
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主義的構造へと変容せざるを得ない。商品経済への歴史的移行は，先進的ヨー
ロッパの歴史においては封建制から資本主義への進歩を意味していたのに対し
て，氷らく植民地化されてきた発展途上国においては，自給自足的経済，半封
建的土地所有制が温存された前近代的様式を抱えたままでの商品経済への移行
を辿らざるをえない。とりわけ重商主義的政策が重要な歴史的役割を果たして
きたスペインによる植民地貿易下に置かれてきた南米やフィリピンの場合に
は，商品経済化の歴史的プロセスは進歩というよりも「従属的発展」という
タームのほうがより適合的といえる。
この視点からは，マーケット・エコノミーが有効に機能することを前提とし
たマクロとミクロの経済学や経営学よりも経済・政治が基本的に不可分の関係
として機能している発展途上国の場合には，社会経済構成体としての分析枠組
みをベースに従属資本主義論や周辺資本主義論を提起してきた，ｓ・アミン
(1970）をはじめとする既述の論者たちの指摘のほうがより適合的と言える3)。
本論文は，以上の諸点，特にフィリピンにおけるIFS＆IFEMに留意しなが
ら，「多国籍企業のＢＯＰ戦略とソーシャル・ビジネス」を同国の貧困解消を
はじめとする社会的諸課題の視点から分析枠組みの構築を試みいく。
２インフォーマル・セクターとインフォーマル・ｴコノミー
２－１インフォーマルセクターの概念整理
“InfOrmalSector，，（インフォーマル・セクター),"InfOrmalEmployment”（イ
ンフォーマル・エムプロイメント)，およびEmploymentinthelnfOrmal
Sector”（インフォーマル・セクターにおける雇用）の概念規定
ここでは，Hussmans（2004)4)，Heintz（2010)5)のILOの規定にしたがって
みていく。インフォーマルセクター（IFS）は企業（enterprise）ベースを算
定基準としており，したがってIFSとはインフォーマル企業で構成されるセ
クターということになる。そしてインフォーマル企業とは法人化されていない
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(法人登録されていない）民間企業（privateunincorporatedenterprises）と
して定義されている。このIFSにおいて雇用者（employer）および被雇用者
(employee）として働く就業者はEmploymentinthelnfOrmalSector（以下，
EMIFS）と規定されている。ここで就業する人たちは法的，社会的保障の対
象とはなっていない。
つぎに“InformalEmployment”（インフォーマル・エムプロイメント）（以
下，IFEＭ）とは，前述のinfOrmalenterprisesで働く就業者のみならず，法
人登録化されているFormalenterprisesにおいて，法的，社会的保障の対象
とはなっていない雇用状態で就業している人たちも含むより広義の概念であ
る6)。
２－２インフォーマル・セクターと就業の諸形態
フィリピンにおけるIFSで働く人たちの具体的就業形態は，廃品回収，露
天商（行商，屋台等)，靴磨き，メイド，家事労働者，警備員やその補助者，
トライシクル運転手，家内工業従事者，サリサリストアをはじめ零細規模の自
営業者と家族従業員，さらには風俗業従事者，等々多岐にわたる7)。そして，
こうしたIFSおよびフォーマル・セクター（FS）においてインフォーマル・
エンプロイメント（IFEＭ）の状況下で就業する人たちを総括する概念として
インフォーマル・エコノミー（IFE）が用いられている。
つぎにフィリピンのこうしたIFSIFEM，ＥＭＩＦＳの実態をHeintz（2010）
に沿って確認していこう（表ｌ参照)。表ｌの数値には，１５歳未満は含まれて
いない。したがって，以下の数値には，児童労働は含まれていない。失業者は
428万名（失業率113％)，残りの就業者数は3,354万名となっている。そのうち，
IFEM（InfOrmalEmployment）の数は，2,271万名，すなわち就業者数の
67.7％がIFEMの就業形態となっている8)。
さらに，それを農業部門と非農業部門に分けてみると，農業部門の90.2％（男
性：883％，女`性：９５．１％)，非農業部門で57.5％（男』性：58.0％，女』性：
570％）がIFEMである。
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都市部の非農業部門におけるIFSEMは51.8％・非農業部門のIFSEMに占
める最大の部門は商業取引（Traders）で29.7％，建設部門が11.8％，製造業が
112％，および輸送業が9.4％となっている。その商業取引のうち，約20％が行
商や露天商等のStreetTradersによって占められている。
表１フィリピンの就業構造とlFEM（2009年）（単位：万人・％）
出所：HeintzJ（2010）より算出
最後に，法人登録化されていない企業，すなわちIFSに属する企業群のう
ちで，家内企業（householdenterprise）の数は，約630万であるが，その内訳
を確認してみよう（表２参照)。
同表に示されているように，就業者数２名以下の家内企業数は約614万
(97.4％）を占めている。そして，これらIFS家内企業群に従事している人た
ちの数は，1060万名におよび，そのうちの1,010万名，すなわち95.3％が給与支
払い就業者２名以下の家内企業で占められている。換言すれば，フィリピンで
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総人口 ９，００２
経済活動人口 3,781(１００．０）
失業者 428(11.3）
雇用者数 3,354 1００
農業部門 (１０４５） ３１．２％ lＯＯ
(農業部門のIFEM） (942） (281％） 90.1％(男性：８８３，女'性：95.1）
非農業部門 (2308） ６８．８％ 1００
(非農業部門のIFEM） (1328） (39.6％） 57.5％(男性：５８．０，女性：５７．０）
(IFEＭ合計） (2270） (67.7％） (男'性：63.2)(女'性：36.8）
(非農業部門のIFEM） (1328） 1００．０ (男`性：57.6)(女'性：42.4）
(うち、都市部のIFEM） (746） (56.2％） (男』性：56.7)(女性：43.3）
(うち、農村部のIFEM） (582） (43.8％） (男’性：58.8)(女J性：41.2）
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表２１FＳ企業群規模別内訳（単位：万，カッコ内：％）
ＩＦ６Ｌ９
就業者数規模Ｏｔｏ２３
企業数０
（）０００
就業者数１Ｃｌ
）１０００）
出所：表ｌに同じ
の雇用者総数（就業者総数）3,354万名の約32％が家内企業での就業者であり，
しかもほぼ30％が給与支払い数２名以下の家内企業で働いていることになる。
つぎに，これらIFS家内企業群の95.3％を占める就業者２名以下の企業群が
属する産業別区分を表３でみてみよう。これらのＩＳ家内企業群の部門別内訳
は，５L6％が商業取引（TradeActivities)，輸送通信が19.3％，そして製造業
が11.2％で三大部門を構成している。
最大のシェアを占める商業取引部門は，行商，露天商，サリサリストアの類
によって構成されていることが想定される。また，輸送通信の部門は自転車に
座席を付けたいわゆる輪タクによる運転手業が多くを占めていると思われる。
また，製造業部門の場合は，家族従業員２名以下で下請け的に業務を行ってい
る家内工業が中心となる。その他にも，首都圏のスラム住民による主要就業形
態となっている廃品回収業（廃棄ごみからの金属，ビニール袋等々の回収
等々）は表３の商業取引部門ないし健康社会福祉の部門に入っていることが想
定される。
同国の非農業部門の雇用者数合計およそ2,300万人のうちの43.9％，そして非
農業部門のIFEM（1,330万人）のうちの759％が，給与支払い就業者数２名以
下の家内企業に従事していることを意味する。
以上，ＩＦＳ（InfOrmalSector）においてIFEM（InfOrmalEmployment）の
就業状況についてみてきた。つぎにＦＳ（FormalSector）において法的社会
的に保障が確立されていない不安定就業層としてのIFEMも存在することを
－７８－
I ＳＥｓ
者数規模 Ｏ ｏ２ ３ｔｏ５ ｍｏｒｅｔｈａｎ５ Total
業数 ６１３．６ 1１．８ ４．８ 6３０．２
(害'1合） (97.4） (1.9） (0.7） (100.0）
業者数 1０１０．０ 2９．１ 2０．７ 1０５９．９
(割合） (95.3） (2.7） (2.0） (100.0）
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表３就業者２名以下のＩＦＳ企業の部門別構成比
出所：表ｌに同じ
確認する必要がある。既述の通り，2009年，農業部門（1045.0万人）において
IFEMの状況下におかれている人たちは942.2万人（90.2％）であった（表ｌ参
照)。したがって，残りの102.8万（98％）がＦＥＭということになる。他方，
この農業部門のＦＳとして統計的に扱われている就業層（106.5万人：１０．２％）
の中にも，約１０％強（12万人）がIFEMとして存在する。同様に，非農業部
門のIFS（982.5万人＝１００．０％）の中にもＦＥＭが56.8万人（5.8％）存在し，ま
た非農業部門ＦＳ(1206.5万人＝１００．０％）のなかにもＩＦＥＭが312.6万人(25.9％）
存在している（Heintz,pp27-28)。表ｌのIFEMの数値は，したがって，農業，
非農業部門のＦＳ全体に存在するIFEMの層をも含んだ数値である。
Ｓ所得別人ロ構成とlFEM
３－１世界の所得別人ロ構成とＢＯＰ
図表４は，世界の所得別の人口構成を示したものである。同図表に示されて
いるようにＷＥＦ（2009）の定義に従うと，年所得3,000ドル以の約37億人，
換言すれば世界人口の55％がＢＯＰということになる。またPrahalad（2002）
のように，年所得730ドル以下（１日２ドル以下）としても，約26億人（世界
－７９－
商取弓’ ５１．６％
輸送通信 １９．３％
製造業 １１．２１%）
建設 4.5％
ホテル･レストラン 2.4％
不動産業 1.8％
健康社会福祉 １５呪）
鉱山採掘 1.3％
その他 6.49'(）
総計 100.0％
｢論文Ｉ 多国籍企業のＢＯＰ戦略とソーシャノレ ビジネスの分析視角（林）
図表４：世界の所得別の人ロ構成
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人口の39％）がBOP，さらに２１世紀に至ってもなお，年所得365ドル（１日１
世界人口の15％の人たちがＢＯＰとして存在すドル以下）の人たちは10億人，
る゜この所得基準とＢＯＰと‘の算定に関しては，[定に関しては，多様な見方が存在する。その
年所得3,000ドル以下をＢＯＰとした場合には，なかでも留意すべき主張点は，
発展途上国の大部分の人たちがＢＯＰとしてみなされてしまい 実態に即して
いないという点である，)。そこで，この点を，う
てみよう。
イリピンに当てはめて確認し
フィリピンの所得別人ロ構成と３－２ BＯＰ
図表５は，ブイ
れているように，
万人）が年所得２
リピンの所得別人口構成を示したものである。 1可図表に示さ
約33％（2760同国の2006年の所得別人口構成からは， 人口の約3 ％（27
さらに年世帯所得360ドル以下（１日１ドル以下）であり，
1825ドル以下（１日５ドル以下：１世帯数５名換算）が全世帯人口の約27％
(460万世帯）となる'0)。
また．１日１０ドル（枇帯ベース：一人平均２ドル）の世帯が全世帯数の約
－８０－
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図表５フィリピンの所得別人ロ構成
全入廷錘鯛虚ｊＬ
－但団5G年｝八
’最上位10輔の世帯CD年平均､得=勢L'/曰:s'…j年=劃23万円｜
’、
|綱鐇繍鹸瀞鰄｜｜鋼S印１日《個人）SLWZB(世帯）ＢＤＰ？ノーミアー￣￣
出所音フィリピンNationalStatisticalCoordinationBoard およびNationa］
StatisticalOHlceのWebsiteデータより作成
35-36％（513万世帯）と推定される。したがって，１日２ドル以下（個人ベー
ス)，ないし１日10ドル以下（世帯ベース）の層だけで，約62-63％を占めるこ
とになる。仮に，１日８ドル以下（個人ベース)，ないし１日４０ドル以下（世
帯ベース）をＢＯＰと規定すると，ブイ リビンの場合にはどうなるのだろうか 。
同国政府発表の官制データに基づいて作成した場合でも 図表５の最上層（所
得階層上位90％－１００％層） 世帯所得クラスの平均所得に示されているようの
最上位層10％の世帯平均所得でさえも， １Ⅱ41ドル（世帯ベース：個人ベーに．
スで１日８ドル）である。
換言すれば 全人口ないし全世帯数のわずか－桁の数 卜の人たちをパーセン
除く９０％以上の人たちが BOPに所属してしまうことになる。
しかもここで留意すべき点は，
一族をはじめとするいわゆる一握り
Ayala家，Lopez家あるいはCojuangco家
の特権階層がいずれも大規模な不動産所有
を基礎に多くの部門に進出しそれぞれの業界の上位を占めている点である''１。
－８１－
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仮に，既述の最上位階層からこれらの例外的一族の世帯を除外すると，全世帯
数の99％強の世帯層が年所得3,000ドル（１日４０ドル：個人ベースで１日８ド
ル）以下となることが想定されうる。政府統計局の発表では，全世帯数の
26.9％が貧困ライン以下とみなされてはいるが，自らを貧困者として認識して
いる世帯は全世帯数の50-70％に及んでいる'2)。
このことは，多くのミドルクラスの人たちでさえも，所得水準だけから単純
に類型化した場合には，ＢＯＰの範蠕に属することになる。しかしながら，同
国のＦＳに就業するミドルクラス（中産階級）の人たちをもＢＯＰに参入して
しまうと，同国の政治，経済，文化教育において重要な位置を占めている全
就業者数の約４割を占めるこれらの層を，ＩＦＥＭに属する層と同列に論じてし
まうことになってしまう。このことは，ＦＥＭとIFEＭとの区別と関連を理論
的に明確に論じることを困難にしてしまう危険,性を有している。
４フォーマル・セクターの就業構造と家族支配型企業集団
４－１フイリピンのＦＳ企業群の特質
非農業部門の就業者数約2,300万人のうち，ＦSEMが42.5％（980万人）
IFSEMが残りの57.5％（1328万人）であった（表ｌ参照)。このＦＳＥＭのうち，
軍，警察等を含む政府関係の公的部門としてのＦSEMは約200万人（FSEMの
約20％）を占める。したがって，非農業部門の就業者のうち，こうした公的部
門に雇用されているＦSEMを除いた民間部門のＦＳＥＭ者数は約780万人
(FSEMの約80％）ということになる。
つぎに，これらＦSEMが主として雇用されている企業のうち，上位1000社
のなかで明確に所有形態によって分類されうる898社の内訳と比率は以下のよ
うになる。上場企業（73社：８．１％)，非上場民間企業（606社：６７５％)，外資
系企業（196社：21.8％)，および政府系企業（23社：2.6％)'3)。これら企業群
の総売上高に占めるそれぞれの割合は，上場企業73社が17.8％，非上場民間企
業606社が428％，外資系企業196社が27.9％，そして政府系企業23社が11.5％
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であった（ibid，ｐ､161)。ここで留意する必要がある点は，非上場民間企業の
大部分は家族支配に基づいた企業集団によって占められており，そしてこれら
非上場の民間企業，とりわけ持ち株会社（holdingcompanies）による株式所
有を通して大部分の上場企業が支配されている点である'4)。1997年の調査によ
ると，上位lOOO社の売上高の33.4％がこうした家族支配型企業集団によって占
められている（ibid，ｐ178)。また同年にフィリピンの民族系商業銀行31行の
うち，１６行は家族支配型企業群の支配下にある関連銀行である（ibid.,ｐ､178)。
換言すれば，上位lOOO社から外資系企業と政府系企業を除くと，実質的には
家族支配型企業がlOOO社の総売上高の大部分を占めていることを意味してい
る。それでは，上記３形態の企業を含む上位50社は上位lOOO社の総売上高の何
パーセントを占めているのであろうか。1997年の同比率は，53.6％に及んでい
る。上位50社のうち，２５社が家族支配型企業に属していた。そしてそのうちの
３大企業が，CojuangcQLopez，Ayalaによる家族支配型企業である'5)。こ
れら３大家族支配型企業が支配している企業集団の中核的企業と銀行（および
産業）は，それぞれSanMiguelCorp.とＵＣＰＢ（飲食料)，MERALCO16)と
PCIBank（電力とマスコミ），AyalaCorp．とＢＰＩ（不動産，銀行，食糧，自
動車）である。そしてこれら上位50社の所有形態別内訳を再度確認してみると，
外資系企業が14社，政府系が７社，残りが家族支配型企業29社となっている
(ibid.,ppl84-l85）
４－２フイリピン型家族支配型企業群の所有構図一Ayalaグループと
Lopezグループ
４－２－１Ayalaグループの産業支配の構図
図表６に示されているように，Ayala-族による非上場の純粋持ち株会社
(MermacInc）を通して，上場持ち株会社（AyalaCorporation）を設立し，
一般株主からの資金を集めながら，過半数株を保有している。そしてこの
AyalaCorporationがAyala企業集団の中核的位置を占めている。ここでつぎ
－８３－
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の２点留意する必要がある。
1点目はマニラ首都圏への水道水の供給を担う子会社のすなわち，
ＷａｔｅｒＣｏｎ
ＭＦｍｎｎ
Companyを通して，さらにLaguna地域への水の供給を行うLaguna
図表６Ayala家による産業支配の構図
~￣￣、ｒ
Ｌ
■
AyaIa家一族
lOOl9ii
ﾖ圏語
Phnip露in量,Xbmi急fzKAiJlh遇､睡
鰄府機関〕江⑭?i工起i或菖DYPごm、劃.』銭工己昌111浬
出所：SEddana（2000：pl95)，Bata]lａ（1999：ｐ42）およびAyalaCoIporationと
ManilaWaterのウェブサイトを参考に作成。
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ＡＡＡＷａｔｅｒＣｏｒｐ・をLaguna地方政府との合弁で設立している点。および政
府機関のTourismAuthorityとの合弁で同国の著名な観光地域への水の供給
を担当するBoracaylslandWaterCo・を設立している点である。またAyala
Landは，セブの開発を行う政府系機関CebuHoldingsの民間最大の出資会社
でもある。これらの点から，Ayalaグループは政府系機関に対しても相当な影
響力を有していることが指摘されうる。
そして第二の点は，三菱商事との連携や，さらにはホンダやいすぎのような
外資系企業が現地市場向けに進出する際には，マイノリテイー出資であるにせ
よ一定の利権を確保する構図となっている点である。
４－２－２Lopezグループの産業支配の構図
Ｌｏｐｅｚ－族による企業集団の支配形態も純粋持ち株会社の「Lopezlnc」が
上場持ち株会社株のマジョリテイーを所有することによって，同社が企業集団
の戦略的ポジションに位置している。同図表の左下に示されているように持
ち株会社（FirstPhilippineHoldings）と住友商事との合弁会社（FirstPHL
industrialPark)，住友電工との合弁会社（FirstSumidenCircuit,Inc)，およ
びShellPetroleumとの合弁会社（FirstPHLIndustrialCorp）によってそれ
ぞれ工業団地，半導体，石油パイプライン等の部門への進出と権益の確保を
図っている。
以上のAyalaグループとLopezグループによる持ち株会社を通した産業支
配の構図から諸から，同国の産業は，基本的には，家族支配型企業群が持ち株
会社を通して政府系企業と外資系企業との連携を図りながらドミナントなポジ
ションを占められていると結論付けられよう。なお，図表６，７に示した両グ
ループによる産業支配の構図は，これら企業集団全体の中核的部分のみを表示
しているに過ぎない。たとえば，Ayala一族が関連する企業群は，1998年の上
位lOOO社に27社存在する（Saldana,pl79)。そしておそらくこれら企業群が支
配権を有する企業群が上位2000社，あるいは上位lOOOO社中にさらに多数存在
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することは否定しえない。ただし，－族によるビジネスグループの産業支配の
構図は固定的なものととらえるべきではなく，ビジネスグループ間の角逐とそ
の時代の政権との関係性を通して，動態的にとらえていく必要がある。しかし
ながら，こうしたビジネスグループによる産業支配の構図は基本的には変わっ
ていない。したがって，本論文では，かつての従属資本主義論で主張されてき
た，発展途上国経済は多国籍企業による一方的支配下に置かれているとする見
解に対しては否定的である。むしろ，フィリピンの産業は，家族支配型企業集
団が多国籍企業や政府系企業との連携を図りながら主導する構図となっている
図表７Lopezグループの産業支配の構図
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出所：Saldana（2000)，pl97およびLopezlnc，ManilaWater，FirstSumidenCircits，
Ｉｎｃのウェブサイトを参考に作成。
注：MERALCO゛はManilaElectricCompany･同社はフィリピン最大の電力配給会社で
あり，同国売り上高最大５社に入る。ただし,Lopez家とＦＰＨＣｏｒｐによる持ち分は，
２０００年代後半の裁判により10％台にまで低下し，逆にCojuangco-族が支配する
SanMiguel社とその関連会社がMERALCO社株の43％を保有している（http:/／
ｅn.wikipediaorg/wiki/Meralco)。
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といえよう。
Ｓ小括
以上の諸点を端的にまとめると，多国籍企業が同国で展開するＢＯＰ戦略は，
基本的には，あくまで家族支配型企業集団のコントロール下にある産業の構図
を基本的に維持し，その権益を保証しながら市場を獲得する戦略に制限される
ことになると結論付けざるを得ない。そうした意味において，従属資本主義論
で指摘されてきた多国籍企業による発展途上国経済の支配のメカニズムはこれ
ら諸国内部の支配のメカニズムを軽視した論理ということになる。発展途上国
における一族支配の構図が支配的であるほど，それらの権益を阻害するような
イノベーションは阻害され，競争制限的メカニズムは維持されることになる。
フィリピン就業層の圧倒的部分を占める貧困層の多くは，インフォーマル・
セクターに属していた。そしてこのインフォーマル・セクターを構成する圧倒
的部分は，露天商，廃品回収，トライシクル運転手等を含む就業者数２名以下
の家内企業群である。他方，非農業部門の民間フォーマル・セクターにおいて
は，有力家族による持ち株会社を媒介とした企業集団による産業支配の構図が
成立している。したがって，こうした構図の中で，多国籍企業が展開する
BOP戦略が発展途上国における貧困解消をはじめとする社会的諸課題の解決
に直結することに関しては，本論文の結論は極めて否定的とならざるをえな
い。換言すれば，この点に関しては，Ｍ・ユヌス氏のソーシャル・ビジネス論
のほうがあきらかに有効'性を保持していることになる。
なお，本論文の課題として残されている，「インフォーマル・セクターと
フォーマル・セクター間の断続と連関のメカニズム」そして「多国籍企業と
現地企業，およびＮＧＯとの共生的ビジネス生態系の構築とソーシャル・ビジ
ネス」の視点からの分析は次の機会に明らかにしたい。
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[論文］多国籍企業のＢＯＰ戦略とソーシャル゛ビジネスの分析視角（林）
注
ｌ） 本論文は，拙論文（2012）において分析が不十分であった，「発展途上国のイン
フォーマル・セクターとフォーマル・セクター，および家族支配型企業集団に
よる産業支配の特性」の視点に焦点を当てたものである□
本論文では，フィリピンのＢＯＰ分析を意図していることから，１６世紀後半以
降植民地化に置かれてきた同国の植民地遺制との関係』性を通して「インフォー
マル・セクター」を明らかにしていくことを念頭に置いている。
こうした論点は，ＩＬＯの各種レポートによっても指摘されている。すなわち，
発展途上国のIFSにおいて不安定就業状態にある多くの女｣性が，グローバルに
オペレーションを展開する小売業から製造業に至る外資系企業のバリュー
チェーンの末端に組み込まれることによって，国際的な経済動向の安全弁とし
て低賃金な不安定就業の度合いを強めている点である｡現地の麻，綿，製油用・
薬用植物，果物，魚類等の伝統的農水産物の採集，加工によって生計を維持し
てきた現地の人たちは，分類上はIFS＆IFEに属する。こうした分野に外資系
企業が現地のバイヤーを通して入り込むことによって，ＩＦＳのかれらはグロー
バルなバリューチェーンの末端に単なる採集収集のための低賃金の労働に押し
込められる構図となってくる（ILO（2002)，pp36-37)．
Hussmanns,Ｒ、（2004)，pp3-5，
Heintz,J、（2010)，pp410・
インフォーマルセクターに関する日本語文献としては，遠藤（2003）（2011)，
木曾（2003)，松園（2006)，中西（1991）が参考になった。
都市インフォーマル部門の就業形態と職業構成については，中西（1991)，中
西・小玉・新津（2001）が参考になった。また筆者も，1970年代以降，１０度ほ
どの訪問を通して首都圏のインフォーマル部門の就業実態について確認してき
た。
他のアジア諸国の，「非農業部門就業者に占めるインフォーマルセクター就業者
の比率は，下記の通りとなっている。インド（61.1％：1990年)，バングラデシュ
(67.7％：1995-96年)，インドネシア（77.9％：1998年)，タイ（76.8％：1994年）
(ＡＴＭＮＡｍｉｎ:2010,ｐ20)。
Karnari（2007)。
フィリピン政府の2006年の貧困ラインは，個人ベースで１日41.26ペソ（ｌＵＳ
ドル，８１４円)，年1505757ペソ（365ＵＳドル，29705円)，世帯ベースで１日
20629ペソ（５ＵＳドル，408円)，年75,28785ペソ（ｌ８２５ＵＳドル，148526円）
となっている（NSCＢデータ)。
フィリピンの財閥に関しては，梅津（1992)，井上（1994)，Batalla（1999)，
大貝（2001)，Saldana（2000）を参考にした
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SchoolofSocialScience，提供資料。
CGSaldana（2000)，ｐ,161．
フィリピンの会社法では，純粋持ち株会社の設立が認められているため，一族
による多数の企業がこの純粋持ち株会社を通して支配可能となっている（ibid，
193)。
Ibid.,ｐ・'79．
MERALCOの株式所有については，2000年以降，政権の移り代わりとともに
SanCojuangco-族による持ち株比率の増大がなされてきている。これについ
ては図表７の中も参考されたい。
13）
14）
15）
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